
　　　２０２４年 ３月３１日 現在 (単位:千円）

【資産の部】 【負債の部】

［流 動 資 産］ 168,486 ［流 動 負 債］ 1,701,377

現 金 及 び 預 金 294 買 掛 金 58,814

売 掛 金 80,159 短 期 借 入 金 1,600,000

短 期 貸 付 金 87,742 未 払 金 5,968

仮 払 金 290 未 払 法 人 税 等 916

未 払 消 費 税 等 4,548

未 払 費 用 15,406

預 り 金 766

賞 与 引 当 金 14,956

［固 定 資 産］ 26,387

　(有形固定資産） 2,083 ［固 定 負 債］ 24,614

機 械 装 置 2,083 退 職 給 付 引 当 金 24,614

　(無形固定資産） 4,239 1,725,991

電 話 加 入 権 4,239 【純資産の部】

［株 主 資 本］ △ 1,531,118

資 本 金 100,000

　(投資その他の資産） 20,064 資 本 剰 余 金 415,000

長期繰延税金資産 20,064 資 本 準 備 金 250,000

その他資本剰余金 165,000

利 益 剰 余 金 △ 2,046,118

利 益 準 備 金 1,200

その他利益剰余金 △ 2,047,318

繰越利益剰余金 △ 2,047,318

△ 1,531,118

194,873 194,873

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針

　会社計算規則に基づき計算書類を作成しております。

（1）固定資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産・・・・・・ 定額法によっております。

　　　無形固定資産・・・・・・ ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

（2）引当金の計上基準

　　　退職給付引当金　　・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、

当期末に発生していると認められる額を計上しております。

　　　賞与引当金　　　　・・・ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に

見合う額を計上しております。

（3）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　①リース取引の処理方法

　②消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

　③グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い

２．当期純損益金額

当期純利益 15,650千円

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関
する取り扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関
する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。


